
 

 

 

 

 

 

 

年金記録訂正請求に係る答申について 
 

九州地方年金記録訂正審議会 

令和２年９月１６日答申分 

 

 

 

  ○答申の概要 

 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの     １件 

 

         厚生年金保険関係       １件 

 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの        １件 

 

         厚生年金保険関係       １件 

 

 

 



厚生局受付番号 ： 九州（受）第 1900309 号 

厚生局事案番号 ： 九州（厚）第 2000024 号 

 

第１ 結論 

１ 請求者のＡ社における平成10年２月から平成20年３月までの標準報酬月額を訂正すること

が必要である。平成 10年２月から平成 20 年３月まで（次の表の第一欄に掲げる期間）の標準

報酬月額については、第二欄に掲げる金額から第三欄に掲げる金額とする。 

  平成 10 年２月から平成 20 年３月までの訂正後の標準報酬月額については、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第

５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準報酬月額として記録することが必要であ

る。 

  事業主は、請求者に係る平成 10 年２月から平成 20 年３月までの訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

２ 請求者のＡ社における平成 10年２月、平成 14 年８月から平成 15 年８月まで及び平成 18 年

９月から平成 19 年 12 月までの標準報酬月額を訂正することが必要である。平成 10 年２月、

平成 14 年８月から平成 15 年８月まで及び平成 18 年９月から平成 19 年 12 月までの標準報酬

月額については、次の表の第三欄に掲げる金額から第四欄に掲げる金額とする。 

平成 10 年２月、平成 14年８月から平成 15 年８月まで及び平成 18 年９月から平成 19 年 12

月までの第四欄に掲げる訂正後の標準報酬月額（第三欄に掲げる訂正前の標準報酬月額を除

く。）については、厚生年金保険法第 75条本文の規定により、保険給付の計算の基礎とならな

い標準報酬月額として記録することが必要である。 

第一欄 第二欄 第三欄 第四欄 

平成 10 年２月 14 万 2,000 円 17 万円 20 万円 

平成 10 年３月から平成 11 年９月まで 14 万 2,000 円 20 万円 － 

平成 11年 10 月から平成 13 年２月まで 15 万円 22 万円 － 

平成 13 年３月から同年８月まで 15 万円 26 万円 － 

平成 13 年９月から平成 14 年７月まで 22 万円 26 万円 － 

平成 14 年８月から平成 15 年８月まで 22 万円 24 万円 26 万円 

平成 15 年９月から平成 16 年８月まで 22 万円 24 万円 － 

平成 16 年９月から平成 17 年８月まで 22 万円 26 万円 － 

平成 17 年９月から平成 18 年８月まで 24 万円 26 万円 － 

平成 18 年９月から平成 19 年 12 月まで 24 万円 26 万円 28 万円 

平成 20 年１月から同年３月まで 24 万円 28 万円 － 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

住 所 ：  

 

 



 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： 平成 10 年２月２日から平成 20 年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた請求期間に係る標準報酬月額が、実際の給与の支給額や控除されていた

厚生年金保険料額と相違しているので、厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

 １ 請求者が提出した給与明細書、Ａ社及び日本年金機構が提出した賃金台帳により確認できる

請求期間の厚生年金保険料控除額及び報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録によ

り確認できる次の表の第二欄に掲げる標準報酬月額を上回っていることが確認できる。 

一方、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額又は請

求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬

月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、平成 10 年２月から平成 20年３月まで（次の表の第一欄に掲げる期間）の標準

報酬月額については、前述の給与明細書及び賃金台帳で確認できる厚生年金保険料控除額又は

報酬月額から、第二欄に掲げる金額から第三欄に掲げる金額とすることが必要である。 

第一欄 第二欄 第三欄 第四欄 

平成 10 年２月 14 万 2,000 円 17 万円 20 万円 

平成 10 年３月から平成 11 年９月まで 14 万 2,000 円 20 万円 － 

平成 11年 10 月から平成 13 年２月まで 15 万円 22 万円 － 

平成 13 年３月から同年８月まで 15 万円 26 万円 － 

平成 13 年９月から平成 14 年７月まで 22 万円 26 万円 － 

平成 14 年８月から平成 15 年８月まで 22 万円 24 万円 26 万円 

平成 15 年９月から平成 16 年８月まで 22 万円 24 万円 － 

平成 16 年９月から平成 17 年８月まで 22 万円 26 万円 － 

平成 17 年９月から平成 18 年８月まで 24 万円 26 万円 － 

平成 18 年９月から平成 19 年 12 月まで 24 万円 26 万円 28 万円 

平成 20 年１月から同年３月まで 24 万円 28 万円 － 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、請求期間について、請求

者の請求どおりの標準報酬月額に係る届出を行っておらず、厚生年金保険料（訂正前の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）についても納付していないことを認めていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、請求者の請求期間に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、請求期

間に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

 ２ 請求期間のうち、平成 10 年２月、平成 14 年８月から平成 15 年８月までの期間及び平成 18

年９月から平成 19 年 12 月までの期間については、請求者が提出した給与明細書及びＡ社が提

出した賃金台帳により確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録により確

認できる上記１の表の第二欄に掲げる標準報酬月額及び厚生年金特例法による訂正後の第三

欄に掲げる標準報酬月額を上回っていることから、平成 10 年２月、平成 14 年８月から平成 15

年８月まで及び平成 18 年９月から平成 19 年 12 月までの標準報酬月額については、第三欄に

掲げる金額から第四欄に掲げる金額とすることが必要である。 



 

   なお、前述の給与明細書及び賃金台帳によると、請求者は、第四欄に掲げる訂正後の標準報

酬月額に見合う厚生年金保険料を事業主により控除されていたとは認められず、厚生年金特例

法第１条第 1 項には該当しないことから、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、保険給

付の計算の基礎とならない標準報酬月額（第三欄に掲げる訂正前の標準報酬月額を除く。）と

して記録することが必要である。 



厚生局受付番号 ： 九州（受）第 1900325 号 

厚生局事案番号 ： 九州（厚）第 2000025 号 

 

第１ 結論 

昭和 25 年４月１日から昭和 26 年３月 23 日までの期間について、請求者の請求に係る事業

所における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはで

きない。 

昭和 26 年７月１日から昭和 27 年９月１日までの期間について、請求者の請求に係る事業所

における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはでき

ない。 

昭和 28 年４月 20 日から昭和 31 年７月１日までの期間について、請求者の請求に係る事業

所における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはで

きない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： ① 昭和 25 年４月１日から昭和 26 年３月 23 日まで 

② 昭和 26 年７月１日から昭和 27 年９月１日まで 

③ 昭和 28 年４月 20 日から昭和 31 年７月１日まで 

私は、昭和 25年から昭和 31 年にＡ社に入社するまでの間、駐留軍部隊の食堂で仕事をして

いた。勤務場所は、Ｂ県Ｃ市のＤ駅近くの部隊、同じ敷地内のＥ部隊、Ｆ税関近くのＧ部隊、

Ｈ駅近くのＩ部隊のそれぞれの食堂であるが、勤務期間については明確には記憶しておらず、

部隊名も正確ではないかもしれないが、請求期間①、②及び③において正社員として勤務し、

給与から厚生年金保険料を控除されていたので、調査の上、年金記録を訂正してほしいとして、

前回、訂正請求をしたが、記録の訂正は認められなかった。 

今回、改めて訂正請求したのは、前回、勤務した順番をＦ税関近くのＧ部隊からＨ駅近くの

Ｉ部隊としていたが、その順番が逆だったと思うこと、Ｇ部隊は税関の建物の外に部隊の宿舎

があり、勤務する場所が税関の建物の中にあったこと、Ｅ部隊に勤務した時の同僚の姓を新た

に思い出したことからである。忘れていることや間違いはあると思うが、全て正社員として雇

用され、保険料を控除されていたので、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

１ 請求期間①について、前回、請求者は、平成 30 年９月 13 日付けで訂正請求を行っていると

ころ、ⅰ）請求者がＥ部隊に勤務した時の同僚として姓を記憶する者と同姓で同年代の者に係

る厚生年金保険被保険者記録がＪ渉外労務管理事務所（Ｋ部隊）に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿において確認できるものの、当該者の連絡先は不明であり、同被保険者名簿にお

いて被保険者として記録されていた者のうち連絡先が判明した複数の者に文書による照会を

行ったが、回答を得られないこと、ⅱ）請求期間①当時、進駐軍労務者は国の事務所に使用さ



 

れる者として、厚生年金保険法の適用を受けることとされ、各地方に国の委任業務機関として

設立された渉外労務管理事務所において被保険者として適用するとされていたところ、請求者

が勤務地であるとするＣ市を管轄していたＪ渉外労務管理事務所に係る記録を管理するＬ防

衛事務所から、昭和 25年４月から昭和 31 年７月までの人事記録及び厚生年金保険関係書類等

を探索した結果として、請求者に係る連合国軍関係常傭使用人登録票の提出があり、同登録票

によると、請求者に係る記録は、Ｊ渉外労務管理事務所（Ｍ部隊）における厚生年金保険被保

険者記録（昭和 26 年３月 23 日資格取得、同年７月１日資格喪失）と符合する記録（昭和 26

年３月 23日雇入、同年６月 30 日退職）のみであり、当該記録以外はないことから、請求者の

請求期間①における勤務実態について確認することができないこと、ⅲ）Ｂ県の駐留軍関連の

厚生年金保険の適用事業所に関する資料により、請求者が勤務した部隊として記憶する「Ｅ」、

「Ｇ」及び「Ｉ」を部隊名に含む渉外労務管理事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿を確認したが、請求期間①において、請求者の氏名は見当たらないことなどから、既に令和

元年９月 27 日付けで、年金記録の訂正は必要ではないとする九州厚生局長の決定が通知され

ている。 

  

２ 請求期間②及び③について、前回、請求者は、平成 30年９月 13 日付けで訂正請求を行って

いるところ、ⅰ）請求者の主張及び収集した関連資料からは事業所を特定することができない

ことから、請求者の勤務実態について確認することができないこと、ⅱ）「連合国軍要員のう

ち非軍事的業務に使用されるに至つた者の被保険者資格について」（昭和 26 年７月３日保発第

51 号・厚生省保険局長通知）により、連合国軍要員のうち、非軍事的業務に使用される者及び

ハウス等個人的に使用されるに至った者については、昭和 26 年７月１日以降は政府の直傭使

用人としての身分を喪失することとなり、ハウス、ホテル等のいわゆる家事使用人及びクラブ、

宿舎施設、食堂、映画事業等に使用される者は、厚生年金保険の強制被保険者とならない取扱

いとされたため、駐留軍部隊の食堂で勤務していたとする請求者は、請求期間②及び③当時、

厚生年金保険の強制被保険者ではなかったものと考えられることなどから、既に令和元年９月

27 日付けで、年金記録の訂正は必要ではないとする九州厚生局長の決定が通知されている。 

 

３ これに対し、請求期間①、②及び③について、請求者は、前回、勤務した順番をＦ税関近く

のＧ部隊からＨ駅近くのＩ部隊としていたが、その順番が逆だったと思うこと、Ｇ部隊は税関

の建物の外に部隊の宿舎があり、勤務する場所が税関の建物の中にあったこと、Ｅ部隊に勤務

した時の同僚の姓を新たに思い出したこと、これらのことを主張し、再度訂正請求を行ってい

るものである。 

しかしながら、Ｌ防衛事務所に対し、再度照会したが、回答内容及び提出資料は前回と同様

に、昭和 25年４月から昭和 31 年７月までの人事記録及び厚生年金保険関係書類を探索した結

果として、Ｊ渉外労務管理事務所（Ｍ部隊）における厚生年金保険被保険者記録（昭和 26 年

３月 23 日資格取得、同年７月１日資格喪失）と符合する記録（昭和 26 年３月 23 日雇入、同

年６月 30日退職）のみであり、当該記録以外は確認できない。 

また、請求者が食堂に勤務した時の同僚として新たに姓を挙げた者と同姓の者に係る厚生年

金保険被保険者記録がＪ渉外労務管理事務所（Ｋ部隊）に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿において確認できるものの、当該者は既に死亡しており照会することができない。 

そのほか、請求内容及びこれまでに収集した資料等を含めて再度検討したが、当初の決定を

変更すべき新たな事情も見当たらないことから、請求者が請求期間①、②及び③において、厚

生年金保険被保険者であったと認めることはできない。 


